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妊娠期の関わりと産後の地域専門職への信頼と援助要請先の認知

JACSIS 妊産婦データ20202021を用いた検証
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目的 本研究は，妊娠・出産包括支援事業の一部である妊娠期の専門職面談や支援プラン作成が，

産後の地域専門職への信頼と，援助要請先の認知に与える影響を定量的に明らかにすることを

目的としている。

方法 2021年 7～8 月，2022年 1～2 月に同一の対象者に web 調査を行った。対象者は，2021年調

査時は妊娠中，2022年は産後 0～5 か月の女性である。調査項目は基本属性，就業状況，妊

娠・出産関連項目に加えて，母子健康手帳交付時の相談機会，妊娠期間中の支援プランの作

成，地域専門職への信頼と援助要請先の認知である。まず，これらの回答を用いて，地域専門

職への信頼と援助要請先の認知を従属変数とし，妊娠期の相談機会，支援プラン作成の有無を

目的変数としてロジスティック回帰分析を行った。次に，子育て世代包括支援センターの設置

の有無，居住自治体の財政力指数，1 人当たり児童福祉費，母子健康包括支援センター保健師

数を分析モデルに加えることで，妊産婦向け支援全般の充実度を調整した上でも，妊娠期から

地域専門職が関わる取り組みの効果として，分析結果が頑健であるかを確認した。

結果 日本全国から回答を得て，616人を分析対象とした。記述統計からそれぞれの回答の割合

は，相談機会有74.0，支援プラン作成有23.7，地域専門職への信頼有69.8，援助要請先

の認知有63.6であった。ロジスティック回帰分析の結果，相談機会があった，支援プランを

作成したと回答した人の出産後の地域専門職への信頼と援助要請先の認知はそうでない人に比

べて高かった（地域専門職への信頼に対して，相談機会有の場合のオッズ比2.05 95信頼

区間1.373.07/支援プラン作成有の場合のオッズ比2.25 95信頼区間1.413.60。援助

要請先の認知に対して，相談機会有の場合のオッズ比1.46 95信頼区間0.982.16/支援

プラン作成有の場合のオッズ比3.05 95信頼区間1.944.80）。なお，これらは自治体財

政や妊産婦向け支援全般の充実度を調整した上でも同様の結果が得られた。

結論 妊娠期の相談機会や支援プラン作成は産後の地域専門職への信頼と援助要請先の認知を向上

させていた。自治体財政や妊産婦・子育て支援全般の充実度についてはこれらの関係はみられ

ず，妊娠期の専門職との関わりの重要性が示唆される。
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 緒 言

妊娠から出産を経て，産後の子育てに至る過程

は，ボディイメージやホルモンバランスの変化，親

になることによるアイデンティティの再形成といっ

た身体的・心理的・社会的に大きな変化に直面す

る。これらの変化に伴う女性とその家族の精神的健

康は，自殺や児童虐待に至るケースとの関連だけで

なく，不安や抑うつ状態が子どもの情緒的・社会的

発達や行動にも長期的に影響を与えることが明らか

になっている1～4)。日本では，産後 1 か月で抑うつ

症状を経験する母親は約14.3と推定されてい

る5)。しかし，抑うつ状態を自覚したときに地域の

相談窓口および医療機関を含む専門家に援助要請
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（Help-seeking）を行うと認識している妊産褥婦は

約30であり，他者に援助要請をしない妊産褥婦も

約 5～10存在する6)。そのため，精神的不調を抱

えながらも支援やケアにつながっていない潜在的な

母親が多く存在することが懸念される。なお，援助

要請とは，問題の解決や状況の改善のために，理解

やアドバイス，情報，治療，サポートなどの助けを

求めて他者とコミュニケーションをとることを意味

し積極的なコーピングの動的な過程である7)。精神

的健康に関する援助要請への抵抗感は，メンタルヘ

ルスサービス利用に対する課題として研究されてき

ており，周産期の女性も自身の精神的健康に関して

専門家に積極的に援助要請（Help-seeking）をしな

い傾向にあることがこれまでに示されている8)。そ

して，その障壁と促進要因に関する質的研究9)で

は，周産期女性の援助要請の過程において，自身の

感情を開示する際の障壁が専門家や家族の関わりに

よって強化されたり緩和されたりすることが示され

ている。具体的には，専門家に自身の症状を一般化

されたり軽視されたりするイメージからの抵抗感が

障壁となり，また反対に専門家との近しい関係性が

援助要請を促す重要な要素となることが言及されて

いる。これらのことは，専門職に信頼を持ち，その

関係性を基盤に援助要請ができると本人が認識して

いることが重要であると示唆する。

日本では，2015年度から妊娠・出産包括支援事業

が開始され，妊娠期から子育て期の継続的な総合相

談支援拠点として「子育て世代包括支援センター」

を2020年度までに全市町村で設置することが努力義

務とされた10)。同センターは，妊娠期から子育て期

に至るまでの継続的な支援とポピュレーションアプ

ローチの強化を目指すものである10)。そして，この

子育て世代包括センターの整備に伴い，母子健康手

帳交付時に保健師や助産師等の専門職によって妊婦

全数面談を実施する自治体が増加し，とくに，母子

健康手帳交付時の専門職面談はその重要な出発点と

位置付けられている10)。また，妊娠期から産後の継

続的支援のために必要に応じた支援プランの作成も

重要な業務として挙げられている10)。母子健康手帳

交付時は 初に地域子育て支援との接点を持ち，虐

待や周産期うつのリスクの程度に関わらず，すべて

の妊婦が地域専門職とコミュニケーションをとる場

である。支援プランの作成では，個別の背景に合っ

た母子保健や子育て支援サービスの利用計画を妊産

婦自身と専門職が話し合い，医療や福祉の関係機関

との細やかな連携の下での継続的な支援と適切な

サービスに母子と家族をつなげることが期待されて

いる。

日本の先行研究は，社会心理的・精神医学的リス

クの高い妊産婦を専門職が判断する視点やその後の

支援内容の研究などが中心となってきた11,12)。一方

で，地域母子保健による専門職の妊婦面談の実施自

体が母親に与える影響や，支援が必要な妊婦と判断

されなかった母親も含めた支援に焦点を当てて研究

を行っているものはない。また，子育て世代包括支

援センターの設置に伴う現場での取り組みの変化に

対して，「平成28年度子育て世代包括支援センター

事例集」の他にはそれらが与える影響の検証はなさ

れていない13)。

そこで，本研究では全国を対象としたオンライン

調査を用いて，妊娠期の専門職面談や支援プラン作

成が，産後の地域専門職への信頼や援助要請先の認

知に影響するかを定量的に明らかにすることを目的

とする。なお，母子健康手帳交付時の対応には自治

体によって相違がある。妊婦面談の実際の内容は，

母子健康手帳や妊婦健康診査の受診券・補助券に関

する説明といった必要事項の情報伝達と専門職によ

る相談対応に加えて，支援プランの作成など取り組

みは様々である。そこで，本研究の分析では，母子

健康手帳交付時の相談機会の有無および支援プラン

作成の有無を用いてその効果を分析する。

 研 究 方 法

. 研究対象者および調査時期

本研究で用いるデータは，日本全国を対象として

実施したオンライン縦断調査「JACSIS 研究妊産婦

パートナー子育て世代調査2021」および「2022年妊

産婦追跡調査」である。この調査は，インターネッ

ト調査会社のパネルメンバーに対して2021年 7 月28

日～8月30日にスクリーニング調査を配信した

440,323人のうち，妊産婦14,086人（産後11,661人＋

妊娠中2,425人）を対象者とし，妊産婦8,047人（回

答率57.1）から回答を得て，その後2022年 2 月14

～28日に第 1 回調査の回答者を追跡したものであ

る。追跡調査では，2021年妊産婦調査の回答者のう

ち，調査時点で調査会社から連絡することが可能で

あった7,934人に対して追跡調査を実施し，4,247人

から回答が得られた（回収率＝ 4,247 / 7,934＝

53.5）。本研究の対象者はこのうち，2021年調査

において妊娠中，2022年調査で産後 0～5 か月の女

性996人である。そして，今回の分析で使用する変

数について未回答または利用が不可能であった回答

者（n＝226（所得未回答n＝204学歴（その他と

回答）n＝1郵便番号による居住自治体関連の変

数との突合ができなかった回答者n＝21）を除い

たのち，精神既往がある回答者（n＝88）を除き，
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後に妊娠期の家庭訪問を受けている回答者（n＝
66）を除いた616人を分析対象とした。精神既往が

ある回答者や妊娠期の家庭訪問を受けている回答者

を除いた理由は，ハイリスクアプローチの一環とし

て地域の保健師らによって妊婦面談や支援プランの

作成とは別にアウトリーチされていると想定され，

それによる信頼形成への影響がある可能性が排除で

きないためである。

. 調査項目

1) 対象者の基本属性と妊娠・出産に関する変数

本調査では，基本属性として回答者本人の年齢，

婚姻状態，子どもの月齢，等価所得（四分位），学

歴，就労状態についての回答を得ており，分析では

2022年時点のデータを用いている。就労形態は本人

のものとし，役員，自営業，正規職員，派遣社員，

契約・嘱託社員，パート・アルバイト，内職，学生

の区分で情報を得ている。なお，今回の妊娠・出産

によって退職・休職中の場合は直前までの仕事状況

の回答となっている。

なお，妊娠・出産に関する変数については，初産

かどうか，望まない/想定外の妊娠であったかどう

か，妊娠合併症等の妊娠中の困難の数を2021年調査

の回答より作成している。

2) 妊娠期のサポート

妊娠期のサポートとして，相談機会の有無につい

ては，今回の妊娠の母子手帳交付時に保健師等に妊

娠・出産のことを相談する機会があった（対面，オ

ンライン，電話含む）と回答した場合を「1」，そう

でない場合を「0」とするダミー変数を作成した。

支援プラン作成の有無については，妊娠・出産・子

育ての支援プランを作成した（対面，オンライン，

電話含む）と回答した場合を「1」，そうでない場合

を「0」とするダミー変数を作成した。さらに，相

談機会があったが支援プラン作成はなかった場合，

支援プラン作成があったが相談機会はなかった場

合，また相談機会と支援プラン作成の両方があった

場合の 3 つの変数も作成し分析に加えた。なお，こ

れらは，2022年調査項目であり，妊娠期を思い出し

ての回答となっている。

3) 地域専門職への信頼と援助要請先の認知

産後の地域専門職への信頼と援助要請先の認知は

2022年のデータより作成している。信頼を測る指標

として「地域（市区町村）の保健師や助産師，母子

保健コーディネーターを信頼できると感じるかどう

か」という問いに対して，「はい」と回答した場合

を「1」，「いいえ」と回答した場合を「0」とするダ

ミー変数を作成した。援助要請先の認知としては，

「何か困った時には頼ることのできる公的機関や民

間支援があると感じる」という設問の回答を用い，

「はい」と回答した場合を「1」，「いいえ」と回答し

た場合を「0」とするダミー変数とした。なお，本

調査では具体的な援助要請先の特定まではしていな

いが，援助要請については，前述のとおりまずは援

助要請ができると本人が認識していることが重要で

あることから，本質問項目を援助要請先の認知とし

て変数化している。

. 分析方法

分析対象者の基本属性と妊娠・出産に関する変数

について，相談の機会の有無や支援プラン作成の有

無との関連を x2 検定（二値変数）と t 検定（連続

変数）を用いて確認した。次に，地域専門職への信

頼と援助要請先の認知を従属変数とし，相談機会，

支援プラン作成の有無を目的変数としてロジス

ティック回帰分析を行った。その後，居住自治体に

おいて妊婦面談の仕組みが整備されているかどうか

といった母子保健や子育て支援の仕組みの充実度，

自治体財政の関連支出を調整した上でもこれらの変

数が出産後の地域専門職への信頼と援助要請先の認

知と関連するかを確認するために，子育て世代包括

支援センターの設置の有無，居住市町村の財政力指

数，1 人当たり社会福祉費，1 人当たり児童福祉

費，母子健康包括支援センター（子育て世代包括支

援センター）保健師数を加えて分析を行った。ま

た，回答者が妊娠していた期間中に妊婦面談の仕組

みがあったことの関連も確認した。この変数につい

ては，公的な統計がないため，各自治体ウェブサイ

トで妊婦面談の仕組みがあるかを確認した。その他

の変数作成のためのデータの収集方法は表 1 のとお

りであり，著者がデータセットを作成後に，

JACSIS 調査にて取得している郵便番号を用いて居

住自治体関連の変数を突合した。加えて，初産であ

るかどうかによって以前の妊娠・出産・子育ての際

の専門職との関わりや社会資源利用の経験の有無が

異なり，地域専門職への信頼や援助要請先の認知に

影響を及ぼす可能性がある。そこで，追加分析とし

て，初産婦と経産婦を分けた層化分析も行う。

解析には，統計ソフト Stata /MP 17.0（ Stata

Corp, College Station, TX, USA）を用い，オッズ比

（OR）と95信頼区間（95CI）を算出した。

. 倫理的配慮

本研究は1975年のヘルシンキ宣言および2008年改

訂の倫理基準に準拠しており，大阪国際がんセン

ター研究倫理委員会の承認を得て実施した（承認日

2020年 6 月19日，承認番号20084）。個人情報の保

護に関しては，個人情報保護法を遵守した上で調査

会社からデータの提供を受けた。
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表 各自治体の変数のデータの出所および調査時期・データ概要

変 数 データの出所

調査時期（研究対象者の

妊娠期，または も近い

年のデータを利用)

データ概要

自治体が掲示している妊婦

面談の仕組みの有無

各市区町村のウェブサ

イト

2021年 9 月から11月にか

けて著者が各自治体の

ウェブサイトを参照して

データセットを作成

有りの自治体に住

んでいる調査対象

者の割合の割合

61.34

子育て世代包括支援セン

ターの設置の有無

子育て世代包括支援セ

ンター実施箇所一覧

（厚生労働省調べ)

2020年 4 月 1 日時点

有りの自治体に住

んでいる調査対象

者の割合の割合

95.00

居住市町村の財政力指数
「市町村別決算状況調」

（総務省調べ)
2021年度 回答者の平均値 72.97

1 人当たり社会福祉費
「市町村別決算状況調」

（総務省調べ)
2021年度 回答者の平均値 42.95万円

1 人当たり児童福祉費
「市町村別決算状況調」

（総務省調べ)
2021年度 回答者の平均値 0.80万円

母子健康包括支援センター

（子育て世代包括支援セン

ター)1 保健師数

保健師活動領域調査

（厚生労働省調べ)
2021年度 回答者の平均値 0.07人

注）1 母子健康包括支援センターは子育て世代包括支援センターの法定名称であるため，以降「子育て世代包括支援

センター」とする。
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 研 究 結 果

. 対象者の特性

分析対象者は，70以上が25～34歳であり，約

96が配偶者あり，学歴は60近くが大卒以上で

あった。等価所得については，調査回答者996人の

データから算出しており，分析対象者の第一分位

（ 下位）が15.6である一方で第四分位（ 上位）

が25であることには注意が必要である。就業に関

しては67.2が役員・自営業・正規職員である。約

半数が初産であり，望まない妊娠は11であった。

各自治体の変数と居住地域の属性，人口規模，出生

数は表 2 に示すとおりである。

妊娠期の相談機会の有無については 456 人

（74.0）があったと回答し，146人（23.7）支援

プランの作成があったと回答している。また，

53.4が相談機会のみあり，3.1が支援プラン作

成のみあり，20.6が両方ありに該当していた。な

お，相談機会と支援プラン作成の有無と基本属性の

関連は確認されなかった（表 2）。

. 分析結果

地域専門職への信頼（69.8が信頼）と援助要請

先の認知（63.6が認知）を従属変数としたロジス

ティック回帰分析を行った。その結果（表 3），妊

娠期に相談機会および支援プランの作成があること

は地域専門職への信頼と有意に正に相関していた

（それぞれ OR2.05，95 CI1.373.07OR

2.25，95 CI1.413.60）。とくに妊娠期の相談機

会と支援プラン作成の両方を経験した母親は，そう

でない母親に比べてより地域専門職への信頼がある

ことを示している（OR4.44，95CI2.50

7.86）。援助要請先の認知についても同様の傾向が

確認されたが，支援プラン作成との関連がより強

く，相談機会の有無に関してはオッズ比が小さく有

意水準 5では統計的には有意な関係は示されてい

ない（相談機会有 OR1.46，95 CI0.982.16

支援プラン作成有 OR3.05，95 CI1.944.80）。

なお，妊娠期に相談機会と支援プラン作成がある

ことは，居住自治体の妊産婦・子育て支援全般の充

実度や財政の豊かさの代替変数になっている可能性

がある。そこで表 4 では，これらが独立して産後の

地域専門職への信頼，および援助要請先の認知と関

連するかを確認している。結果が示すとおり，居住

自治体の子育て世代包括支援センター整備や自治体

財政の関連支出の豊かさを分析モデルに加えても，

妊娠期の相談機会と支援プラン作成が産後の地域専

門職への信頼および援助要請先の認知に与える影響

はほぼ一致している。また，自治体ウェブサイトで
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表 相談機会の有無，支援プラン作成の有無と基本属性

合 計 妊娠期の相談機会

有意
確率

支援プラン作成

有意
確率n＝616

n()/平均値1)

有n＝456

n()/平均値1)

無n＝160

n()/平均値1)

有n＝146

n()/平均値1)

無n＝470

n()/平均値1)

回答者の年齢

25歳未満 22(3.6) 16(3.5) 6(3.8) 0.36 7(4.8) 15(3.2) 0.89

25～34歳 437(70.9) 317(69.5) 120(75.0) 0.34 99(67.8) 338(71.9) 0.19

35歳以上 157(25.5) 123(27.0) 34(21.3) 0.54 40(27.4) 117(24.9) 0.15

婚姻状態

配偶者有 591(95.9) 435(95.4) 156(97.5) 0.25 142(97.3) 449(95.5) 0.36

未婚 8(1.3) 8(1.8) 0(0.0) 0.09 1(0.7) 7(1.5) 0.45

離婚・死別 17(2.8) 13(2.9) 4(2.5) 0.82 3(2.1) 14(3.0) 0.55

回答者の学歴

大卒未満 253(41.1) 178(39.0) 75(46.9) 0.45 56(38.4) 197(41.9) 0.08

大卒以上 363(58.9) 278(61.0) 85(53.1) 0.45 90(61.6) 273(58.1) 0.08

等価所得（四分位)

第一分位 96(15.6) 72(15.8) 24(15.0) 0.81 20(13.7) 76(16.2) 0.47

第二分位 134(21.8) 93(20.4) 41(25.6) 0.17 33(22.6) 101(21.5) 0.78

第三分位 147(23.9) 111(24.3) 36(22.5) 0.64 42(28.8) 105(22.3) 0.11

第四分位 154(25.0) 117(25.7) 37(23.1) 0.52 32(21.9) 122(26.0) 0.32

所得無し 85(13.8) 63(13.8) 22(13.8) 0.98 19(13.0) 66(14.0) 0.75

就業

役員，自営業，正規職員 414(67.2) 308(67.5) 106(66.3) 0.98 98(67.1) 316(67.2) 0.76

派遣社員，契約・嘱託社員 54(8.8) 40(8.8) 14(8.8) 0.79 12(8.2) 42(8.9) 0.99

パート・アルバイト 132(21.4) 97(21.3) 35(21.9) 0.87 32(21.9) 100(21.3) 0.87

内職，学生 16(2.6) 11(2.4) 5(3.1) 0.90 4(2.7) 12(2.6) 0.63

初産 334(54.2) 249(54.6) 85(53.1) 0.55 76(52.1) 258(54.9) 0.75

望まない妊娠 68(11.0) 47(10.3) 21(13.1) 0.97 16(11.0) 52(11.1) 0.33

妊娠合併症等の困難の数 0.3(0.7) 0.3(0.6) 0.3(0.9) 0.21 0.3(0.7) 0.3(0.7) 0.90

子どもの月齢 3.9(1.4) 4.0(1.4) 3.8(1.4) 0.19 4.1(1.4) 3.9(1.4) 0.30

各自治体の変数

自治体が掲示している妊婦面談の仕
組みの有無（有の割合) 374(60.7) 92(57.5) 282(61.8) 0.33 286(60.9) 88(60.3) 0.90

子育て世代包括支援センターの設置
の有無（有の割合) 587(95.3) 155(96.9) 432(94.7) 0.27 453(96.4) 134(91.8) 0.02

居住市町村の財政力指数 73.5 74.6 73.1 0.23 72.9 75.1 0.09

1 人当たり社会福祉費（万円) 42.3 41.9 42.5 0.51 42 43.3 0.14

1 人当たり児童福祉費（万円) 0.8 0.8 0.8 0.33 0.8 0.8 0.01

母子健康包括支援センター（子育て
世代包括支援センター）保健師数 0.1 0 0.1 0.26 0.1 0.1 0.70

居住地域

北海道・東北地方 53(8.6) 11(6.9) 42(9.2) 0.36 34(7.2) 19(13.0) 0.03

関東地方 228(37.0) 70(43.8) 158(34.6) 0.04 179(38.1) 49(33.6) 0.32

中部地方 99(16.1) 16(10.0) 83(18.2) 0.02 73(15.5) 26(17.8) 0.51

関西地方 118(19.2) 34(21.3) 84(18.4) 0.43 94(20.0) 24(16.4) 0.34

中国地方 46(7.5) 10(6.3) 36(7.9) 0.50 36(7.7) 10(6.8) 0.74

四国地方 13(2.1) 5(3.1) 8(1.8) 0.30 10(2.1) 3(2.1) 0.96

九州・沖縄地方 59(9.6) 14(8.8) 45(9.9) 0.68 44(9.4) 15(10.3) 0.74

指定都市（人口50万人以上) 206(33.4) 61(38.1) 145(31.8) 0.14 160(34.0) 46(31.5) 0.57

中核都市（人口20万人以上) 180(29.2) 52(32.5) 128(28.1) 0.29 140(29.8) 40(27.4) 0.58

その他の市（人口 5 万人) 166(26.9) 38(23.8) 128(28.1) 0.29 129(27.4) 37(25.3) 0.62

町村（人口 5 万人未満) 64(10.4) 9(5.6) 55(12.1) 0.02 41(8.7) 23(15.8) 0.02

出生数 4,851.7 5,771 4,529.2 0.03 5,146.8 3,901.7 0.04

1）連続変数については平均値
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表 相談機会・支援プラン作成と地域専門職への信頼・援助要請先の認知

地域専門職への信頼

（1信頼している 0信頼していない)

援助要請先の認知

（1ある 0ない)

オッズ比 95CI オッズ比 95CI オッズ比 95CI オッズ比 95CI

初産婦および経産婦（n＝616)

妊娠期の相談機会 2.05 [1.373.07] 1.46 [0.982.16]

支援プラン作成 2.25 [1.413.60] 3.05 [1.944.80]

相談機会のみ 2.20 [1.423.40] 1.44 [0.952.19]

支援プラン作成のみ 3.64 [1.1012.02] 2.84 [1.008.03]

妊娠期の相談機会と支援プラン作成
の両方 4.44 [2.507.86] 4.47 [2.537.90]

初産婦のみ（n＝337)

妊娠期の相談機会 2.53 [1.484.31] 1.59 [0.942.69]

支援プラン作成 2.60 [1.315.15] 4.68 [2.319.49]

相談機会のみ 3.02 [1.685.42] 1.72 [0.983.02]

支援プラン作成のみ 11.68 [1.4693.40] 10.91 [1.3985.90]

妊娠期の相談機会と支援プラン作成
の両方 5.86 [2.6313.04] 6.98 [2.9916.28]

経産婦（n＝279)

妊娠期の相談機会 1.55 [0.822.94] 1.32 [0.722.43]

支援プラン作成 2.19 [1.094.42] 2.33 [1.214.46]

相談機会のみ 1.41 [0.712.81] 1.18 [0.612.29]

支援プラン作成のみ 1.27 [0.285.78] 1.21 [0.324.66]

妊娠期の相談機会と支援プラン作成
の両方 3.58 [1.488.62] 3.22 [1.397.45]

1) P＜0.5

2) 表 2 で示した基本属性妊娠に関する変数に関しては調整済み

3) 変数作成方法に記したとおり，「妊娠期の相談機会」，「支援プラン作成」の変数は他方の経験に関わらず変数を作成しているが，

「相談機会のみ」「支援プラン作成のみ」はそれぞれ片方のみ経験した場合の変数である。
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明示されている妊婦面談の仕組みの有無自体は，地

域専門職への信頼と援助要請先の認知との関連が示

されていない。なお，居住地域の分布や人口規模，

出生数を考慮するために，居住自治体の妊産婦・子

育て支援全般の充実度や財政の豊かさを捉えた各自

治体の変数の代わりに，居住地域，人口規模，出生

数を調整変数とした場合も分析結果は大きくは変わ

らなかった。

追加分析として，初産婦と経産婦をわけて層化分

析も行った結果，初産婦において相談機会および支

援プランの作成はより強く地域専門職への信頼，援

助要請先の認知と関連していた。しかし，層化によ

るサンプル数の減少も伴うため95信頼区間が大き

くなっている場合もあることに注意が必要である。

 考 察

分析結果では，妊娠初期の妊婦面談で専門職への

相談機会があったこと，支援プランを作成したこ

と，またとくにそれら両方があることは，そうでな

い母親と比べて，産後の地域専門職への信頼がある

ことと関連していた。援助要請先の認知との関連に

ついては，相談機会のみの場合は援助要請先の認知

との関連はオッズ比1.5，5有意水準では統計的に

有意な関係が認められない一方で，支援プランの作

成があった場合に，そのオッズ比は3.0となった。

なお，相談機会と相談支援プラン作成の両方があっ

た母親は，そうでない母親と比べて援助要請先を認

知しており（オッズ比4.5），これらの結果は，妊婦

面談の仕組みがあることや子育て世代包括支援セン

ターの設置，また自治体の子育て支援や社会福祉の

財政的な充実度，保健師の配置数を考慮に入れても

大きく変わらず，正の影響をもっていた。なお，こ

れらの関係は初産婦でより強いことも層化分析から

明らかとなった。初めての妊娠・出産においてはよ

り大きな不安が伴うことから，専門職との妊娠期の

接触が信頼や援助要請先の認知に大きく影響を与え

る可能性が高く，これらの機会がとくに重要である

ことを示唆している。

本研究の結果は同センター設置の効果を否定する

ものではなく，センターの仕組みづくりに重ねて，

妊産婦が専門職を信頼し利用できる社会資源を認知

できるような専門職との継続的な相談機会を構造化

することが，妊産婦とその家族と支援とのつながり

を促進するために重要であることを示す。槻木他14)
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表 居住自治体の妊産婦・子育て支援全般の充実度および財政の豊かさ調整後の結果

地域専門職への信頼

（1信頼している 0信頼していない)

援助要請先の認知

（1ある 0ない)

オッズ比 95CI オッズ比 95CI オッズ比 95CI オッズ比 95CI

初産婦および経産婦（n＝616)

妊娠期の相談機会 2.15 [1.433.26] 1.48 [0.992.20]

支援プラン作成 2.21 [1.373.55] 3.06 [1.944.83]

相談機会のみ 2.27 [1.463.52] 1.43 [0.942.18]

子育てプラン作成のみ 3.21 [0.9410.93] 2.58 [0.887.52]

妊娠期の相談機会と支援プラン作成
の両方 4.60 [2.598.18] 4.65 [2.648.20]

自治体が掲示している妊婦面談の仕
組みの有無 0.73 [0.491.09] 0.73 [0.491.09] 0.87 [0.591.27] 0.87 [0.591.27]

子育て世代包括支援センターの設置 0.86 [0.332.27] 0.86 [0.332.25] 1.19 [0.522.70] 1.19 [0.522.69]

1 人当たり児童福祉費 1.01 [1.001.03] 1.01 [0.101.03] 1.01 [1.001.03] 1.01 [1.001.03]

1 人当たり社会福祉費 0.99 [0.971.02] 0.99 [0.971.02] 1.00 [1.001.02] 1.00 [0.981.02]

財政力指数 1.29 [0.543.08] 1.30 [0.543.12] 1.20 [0.492.93] 1.19 [0.492.89]

子育て世代包括支援センター保健師数 1.14 [0.801.61] 1.14 [0.801.61] 1.40 [0.782.53] 1.40 [0.772.53]

初産婦のみ（n＝337)

妊娠期の相談機会 2.72 [1.574.70] 1.67 [0.972.87]

支援プラン作成 2.61 [1.345.09] 5.16 [2.4810.70]

相談機会のみ 3.16 [1.735.76] 1.75 [0.993.10]

支援プラン作成のみ 10.10 [1.2482.11] 8.78 [0.9977.54]

妊娠期の相談機会と支援プラン作成
の両方 6.38 [2.8814.12] 8.23 [3.4319.73]

自治体が掲示している妊婦面談の仕
組みの有無 0.54 [0.310.94] 0.55 [0.310.96] 0.60 [0.351.03] 0.60 [0.341.041]

子育て世代包括支援センターの設置 0.69 [0.172.80] 0.64 [0.162.55] 1.61 [0.465.67] 1.56 [0.445.45]

1 人当たり児童福祉費 1.02 [1.001.05] 1.02 [1.001.05] 1.03 [1.001.05] 1.03 [1.001.05]

1 人当たり社会福祉費 0.99 [0.961.02] 0.99 [1.001.02] 0.99 [0.961.02] 0.99 [0.961.02]

財政力指数 1.55 [0.455.34] 1.59 [0.445.68] 1.39 [0.385.09] 1.38 [0.365.29]

子育て世代包括支援センター保健師数 1.65 [0.693.94] 1.64 [0.703.86] 2.09 [0.845.19] 2.08 [0.845.16]

経産婦（n＝279)

妊娠期の相談機会 1.56 [0.823.01] 1.31 [0.702.42]

支援プラン作成 2.24 [1.074.70] 2.42 [1.264.66]

相談機会のみ 1.42 [0.702.87] 1.18 [0.602.31]

支援プラン作成のみ 1.27 [0.256.36] 1.32 [0.315.59]

妊娠期の相談機会と支援プラン作成
の両方 3.68 [1.528.94] 3.31 [1.457.53]

自治体が掲示している妊婦面談の仕
組みの有無 1.00 [0.541.84] 0.98 [0.531.82] 1.06 [0.601.88] 1.04 [0.581.87]

子育て世代包括支援センターの設置 1.19 [0.285.07] 1.18 [0.275.10] 1.04 [0.264.13] 1.00 [0.254.04]

1 人当たり児童福祉費 1.00 [0.991.02] 1.00 [0.981.02] 1.00 [0.981.02] 1.00 [0.981.02]

1 人当たり社会福祉費 1.00 [0.971.04] 1.00 [0.971.04] 1.01 [0.981.04] 1.01 [0.971.04]

財政力指数 1.46 [0.336.40] 1.46 [0.346.25] 1.47 [0.366.00] 1.46 [0.365.89]

子育て世代包括支援センター保健師数 1.07 [0.821.40] 1.07 [0.821.40] 1.11 [0.881.41] 1.12 [0.881.41]

1) P＜0.5

2) 表 2 で示した基本属性妊娠に関する変数に関しては調整済み

3) 子育て世代包括支援センター保健師数については，出生 1 人当たりとした場合も結果は大きく変化しない

4)「1 人当たり児童福祉費，1 人当たり社会福祉費，財政力指数，子育て世代包括支援センター保健師数」のかわりに，「居住地域，

市町村規模，出生数」を調整変数として投入した場合も結果は大きく変化しない
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は，子育て世代包括支援センターを設置した10自治

体を対象として質的分析を実施し，センターの担当

者が活動の中で感じている成果の中に，「専門職が

妊娠期から関わることで産後も相談してくれるよう

になった」，「相談窓口の開設と PR により相談の電

話や来所が増えた」などがあったことを報告してい

る。同研究では，妊娠期からの切れ目のない子育て

支援の取り組みの具体例の中に，相談できる関係性

を作ること，定期的に相談できる機会を設けそうし

た場に母親を誘うことなども挙げており，各々の現

場で独自に試行錯誤して，母親との関係づくりや継

続的な支援に取り組まれていることもわかる。本分

析では，そのような取り組みが母親に与える影響を

定量的に示したと言える。

また，子育て世代包括支援センターの保健師数

が，産後の地域専門職への信頼や援助要請先の認知

と関連していないことをかんがみても，制度や人材

をどのように活用し，対話の機会やサービス・支援

とのつながりをいかに増やしていくかが重要である

ことが示唆される。これに関連して WHO は，既

存の周産期ケアシステムによっては継続ケアを提供

するのは看護師や助産師以外の専門職である可能性

もあること，母親が価値をおくのは継続性であるこ

とにも言及している15)。

本研究の限界として，相談機会の有無や支援プラ

ン作成の有無の回答を思い出し法によって得ている

ことが挙げられる。地域専門職に良い感情を抱いて

いない，あるいは公的機関や民間機関に基本的な信

頼がないといった場合には，妊婦面談時に相談機会

があったとしてもそのように想起しない，または，

支援プラン作成の機会があったとしてもそれを望ま

なかった可能性も排除できない。しかし，妊娠期の

相談機会，支援プラン作成の有無のいずれも本調査

で得た基本属性や妊娠に関する変数との関連は確認

されないこと，分析においてもそれらを調整してい

ることを踏まえると，分析結果に大きなバイアスは

与えていないと想定できる。なお，産後の新生児訪

問や育児相談などの経験も，専門職への信頼や援助

要請先の認知に影響を与える可能性があるが，本研

究においてはそのような変数を取得しておらず，分

析において考慮できていない。加えて，本研究で用

いたデータはインターネットリサーチ会社のパネル

メンバーであるが，そのことが結果にバイアスを与

えている可能性について本研究では分析ができてい

ない。これらの制約は今後の研究の課題である。

 結 語

現在，日本では「妊娠期からの切れ目のない子育

て支援」が謳われ，専門職が妊娠期から産後，子育

て期を継続性をもって支援する伴走型支援を目指す

動きがあるが，実施主体である自治体によって，専

門職と妊産婦・家族との相談機会の構造やつながる

サポートの内容は様々である。本研究は，母子健康

手帳交付時に専門職に相談する機会があったことが

産後の母親の地域専門職への信頼と援助要請先の認

知に影響を与えていることを示し，それは周産期か

ら育児期の女性のサポートとのつながり，ひいては

家族全体の長期的な健康に良い影響を与えうること

を示唆する。筆者が知る限りにおいて，こうしたポ

ピュレーションアプローチの取り組みが与える効果

を定量的に検証した研究はこれまでになく，実態と

して当事者に与えている影響は明らかでなかった。

子育て世代包括支援センターのガイドラインでも述

べられているとおり，ある時点ではとくに支援を必

要としない妊産婦や家族も不安を抱え孤立すること

があるため，妊娠・出産・子育てに関するリスクの

有無に関わらないポピュレーションアプローチや，

既存のサービスや支援にすべての妊産婦と家族がい

かにつながることができるかという視点は重要であ

る。周産期女性やその家族が個別のニーズに応じて

必要な支援やネットワークにつながることができる

地域づくりのために，今後関連する研究や現場の取

り組みがさらに発展することに期待したい。

本研究は JSPS 科研費18H03062, 21H04856, 19K13704,

22K01473の助成を受けたものです。また，本研究で使用

したデータセット作成に協力してくれたリサーチアシス

タントの筑波大学国際公共政策学位プログラム博士前期
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Communication between pregnant women and maternal and child health professionals

and trust in professionals and awareness of source of help in the postpartum period:

Evaluation using JACSIS Pregnant-Postpartum Women's Data 20202021

Midori MATSUSHIMA, Aya TAKAGI2, Naoki KONDO3and Takahiro TABUCHI4

Key wordsmaternal and child health professional consultation, development of support plan, trust in com-

munity health professionals, awareness of source of help

Objective This study aims to estimate the impact of maternal and child health professional consultation and

development of support plans during pregnancy on trust in community health professionals (trust)

and awareness of sources of public/private institutional support (awareness) in the postpartum

period.

Methods A web-based panel survey was conducted in JulyAugust 2021 and JanuaryFebruary 2022, tar-

geting women who were pregnant during the 2021 survey and 05 months postpartum in 2022. We

collected information about consultation opportunities and development of a support plan during

pregnancy, trust and recognition, demographic characteristics, employment status, and pregnancy-

and childbirth-related variables. First, logistic regression analysis was conducted by setting trust and

recognition during postpartum as outcomes. Exposure variables were the consultation opportunities

and development of a support plan during the pregnancy period. Second, we added the presence of a

comprehensive support center for raising children, the ˆnancial index of the municipality of resi-

dence, the per capita child welfare expenditure, and the number of nurses at the comprehensive sup-

port center for maternal and child health to the analytical model as overall level of municipal support

in order to check the robustness of our results.

Results Responses were obtained from pregnant women across Japan. Of the 616 respondents included in

the analysis, 74.0 had opportunities for consultation, 23.7 made support plans, 69.8 trusted

local maternal and child health professionals, and 63.6 recognized public/private institutional

support as places for help-seeking. Logistic regression analysis showed that trust and recognition were

higher among those who had opportunities to consult and had created a support plan compared to

those who did not. With regard to trust, for those who had opportunities to consult, the odds ratio

(OR) was 2.05 (95 conˆdence interval [95 CI] 1.373.07), and for those who developed a

support plan, the OR was 2.25 (95 CI 1.413.60). As for recognition, the OR was 1.46 (95 CI

0.982.16) if given the opportunity for consultation. For development of a support plan, the OR

was 3.05 (95 CI 1.944.80). These results did not change even after adjusting for municipal

ˆnances and the level of support for pregnant women in general.

Conclusions Consultation opportunities and developing support plans during pregnancy increased trust and

recognition in the postpartum period while municipal ˆnances or overall support for child rearing were

not associated with these outcomes, thus suggesting the importance of engagement with profes-

sionals during pregnancy.
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